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令和７年度 吹田市多胎児家庭サポート事業委託事業者募集要項 
 

令和７年４月 吹田市 
 

１ 業務内容等 
（１）業務名 

多胎児家庭サポート事業委託業務 

（２）業務の概要 

３歳（３歳に到達後最初の３月３１日）までの多胎児を養育する世帯に対して、多胎

児家庭サポート事業（サポーターを派遣し、家事支援、育児支援及び外出支援を行うも

のをいう。以下「本事業」という。）を実施する。原則として、派遣するサポーターは、

多胎児の数から１を引いた数とする。 

（３）業務の内容及び実施要件 

別紙「吹田市多胎児家庭サポート事業委託業務仕様書」のとおり 

（４）契約期間 

契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 

２ 応募資格 
次に定める内容を全て満たす者とする。 

（１） 本事業を利用する者の居宅において必要な支援を継続的に実施できる体制を有する

等、本事業を適切に運営することができると認められる介護保険法（平成９年法律第

１２３号）第４１条第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第３６条

に規定する指定障がい福祉サービス事業者又は同等の援助が提供できる者（本事業と

類似の多胎児家庭サポート事業について実績がある者に限る。） 

（２） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者 

（３） 吹田市指名停止措置要領（平成１６年４月１日制定）に基づく指名停止措置を受けて

いない者 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）に基づき又は更生再生手続開始の申立てがなされている者については、更生計画

又は再生計画の認可決定の確定を受けている者 

（５） 吹田市公共工事等及び売払い等の契約における暴力団排除措置要領（平成２４年１１

月１３日制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていない者。また、同要領別表に

掲げる措置要件に該当しない者 

（６） 本事業に係る契約書及び仕様書に記載された事項、関係法令等を順守できる者 

（７） 市税及び国税である法人税（所得税）並びに消費税（地方消費税を含む。）を滞納し

ていない者 

 

３ 委託料等 
  利用者の利用時間につき、利用内容及び本市が伝える利用者の区分に応じた金額とする。 

なお、利用者の区分が区分１である場合は、利用者から自己負担額を徴収すること。 

 サポーターを２名以上派遣する場合、１名を超えた人数１人につき次のとおり利用時間

に応じてサポーター追加派遣料を支払うものとする。 

 ※詳細は、次のとおり。 
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利用時間 
利用料 

（総額） 

利用料の内訳 

区分１ 
区分２・ 

サポーター追加派遣料 

委託料 
自己 

負担額 
委託料 

自己 

負担額 

利用１時間あたり 4,070円 3,570円 500円 4,070円 0円 

 

４ 仕様書 
別紙参照 

 

５ 業務開始までの流れ 
（１）申請 

（２）書類審査 

（３）審査結果通知 

（４）業務開始 

※申請から審査結果通知までの期間はおよそ３週間程度 

 

６ 応募（申請）の概要及び日程 
（１）発注者及び事務局 

ア 発注者  吹田市長 後藤 圭二 

イ 事務局  吹田市児童部すこやか親子室 多胎児家庭サポート事業担当 

        〒564-0072 吹田市出口町 19番 2号 吹田市立保健センター3階 

    TEL06-6339-1214、メールアドレス sukoyakaoyako@city.suita.osaka.jp 

（２）募集要項の配布 

 ア 配布期間 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

土日、祝休日、年末年始（12月 29日から 1月 3日まで）を除く 

        9時 30分から 17時 00分まで（12時 00分から 12時 45分までを除く） 

 イ 配布場所 事務局（本市ホームページからもダウンロード可能。） 

（３）書類の提出方法 

  事前連絡のうえ、郵送又は直送により事務局に提出（配布期間内に随時提出可能） 

 ※直送の場合は、提出日を事前連絡すること。 

（４）実施申請書類 

ア 吹田市多胎児家庭サポート事業委託事業者申請書 

イ 吹田市多胎児家庭サポート事業委託事業者申請にかかる誓約書 

ウ 事業者概要 

エ 定款、寄附行為又はこれに類する書類（任意様式） 

オ 多胎児家庭サポート類似事業の実績 

 ※「キ 指定書の写し」により省略可 

カ 事業実施体制確約書 

キ 指定書の写し（介護保険法第 41条第 1項に規定する指定居宅サービス事業者及び障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 36 条に規定する指定障害

福祉サービス事業者の場合） 

（５）注意事項 

ア 申請に要する費用は、事業者の負担とする。 

イ 提出された書類については返却しない。 

ウ 申請書類を提出した後に辞退する際には、辞退届を提出すること。 
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７ 審査及び結果の通知 
提出書類により審査を行い、必要な基準を満たすと判断できる事業者を受託者と決定し、

契約を締結する。 

 審査の結果は結果通知書により事業者に通知する。 

 

８ その他 

（１）契約締結までに、本業務に係る損害保険加入証書等の写しを提出すること。 

（２）契約締結後、速やかに本市との連絡体制について書面で報告すること。 


